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概 要

東京都水道局の水道事業に要する電力量は，東京電力管内の総電力量の約 1 %を占めている。ま

た，その内の約 80% が送配水ポンプにより消費されている。一方，東京都の区部には 10 か所の浄

水場と 22 か所の給水所で構成された水配システムがある。本研究は，この水配システムに要する

全水流のエネルギー及び全造水コストを最小化する最適解 (パレート解) が，エクセルに標準装備

されたソルバー機能を使って簡単に求まることを実証している。
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1．簡易モデルによる検証

1. 1 多目的計画法について

最適化法には，目的関数が複数の未知数の一次多項

式で構成され，その最適化 (最小化あるいは最大化)

を行う一次計画法や目的関数が二次多項式で表される

二次計画法などが広く知られている。さらに，複数の

目的関数を想定し，それらを同時に満足させる解 (パ

レート解) を求める多目的計画法1)がある。多目的計

画法の応用分野は工学・産業・経済・経営など幅広く，

例えば，強度がありしかも軽量で安価な工業製品を製

作するため，また，判断能力を持たせたロボットを動

かすため，あるいは，投資行動における最大限の成果

を得るためなど，多岐に渡っている。

1. 2 水配システムの簡易モデルについて

本研究は東京都区部の配水区域を対象にしている。

しかし，後述のごとく実水配システムには 10 か所の

浄水場と 22 か所の給水所などが有り，送配水系統が

総計で 59 系統もある。そのためエクセルによる多目

的計画法の解法の検証については，全体を対象にした

場合には，かなり煩雑になることが予想される。そこ

で同システムを簡略化した簡易モデル (Fig. 1) につ

いて検証することにした。この簡易モデルは 4か所の

浄水場と 7か所の給水所及び 3か所の配水区域から構

成されている。

1. 3 二つの目的関数について

本研究では，目的関数として最小限の二目的 (水流

のエネルギーと造水コスト) を想定し，その総量の最

小化 (最適化) を試みている。また，各送配水系統の

流量に対する水流のエネルギー特性には二次多項式を

想定した。従って，この多目的計画法は多目的非線形

計画法のなかで最も単純な二目的二次計画法になる。

さらに，本研究は送配水に要する電力量ではなく水

流のエネルギーを扱っている。その理由は，ある吐出

圧力と流量における水流のエネルギーとその時の電動

機へ供給する電力量の間には，電動機の制御方式・回

転数・ポンプの組合せなどによる総合効率の違いの問
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Fig. 1 Simple model of the Tokyo Waterworks Bureau Fig. 2 Current energy of the Hongo water supply



題が発生する。そのため，流量に対する電

力量のデータでは，相関の良いグラフや関

係式が得られない。本郷配水の例 (Fig.

2) は代表的なグラフである。

次に，第二の目的関数である造水コスト

について記す。浄水場での造水コスト (原

単位) を求めるためには，分母となる水量

として原水量または送水量を使用するが，

この研究では送水量を採用した。そのため，

ある浄水場の造水コストは，その全送配水

系統の合計値に造水原単位を掛けたものに

なる。

1. 4 簡易演算表と演算結果について

簡易演算表 (実績値)(Table 1) は，第

一の要素 (水流のエネルギー) と第二の要

素 (造水コスト) の二つの要素を同時に最

小化する解 (パレート解) を求める様に

なっている。また，パレート解を求める方

法としては，重み係数法を採用した。その

ため，それぞれの重み係数を設定する枠と

個別最適値および全体の最適値を表示する

枠を一番上の表の右下に設けた。さらに，

最適化演算したときの第一の要素 (水流の

エネルギー) の総計の実績値と最適値とを

比較するための表を一番上の表の左下に設

けた。一方，表上の灰色セルが演算対象と

なる未知数 (各流量) であり，実績値とし

て 9月 11 日 23 時のデータを入力したもの

である。また，水量が入る白色セルは関連

する他の水量から簡単に算出できるもので

ある。さらに，送配水量と引入量の関係を

明瞭にするため貯水量の増減値は全て 0

m3/時にした。

主な制約条件の表は，各配水区域の水収

支の条件を満たすための表で，下部に時間

計画配水量を設定する表を設けた。また，

右側にはポンプ吐出量の最大値を設定する

表を設けた。ただし，最大値の数値につい

ては，最適化したときの結果を強調するた

め，実績値の約 1.5 倍にした。

エネルギー特性の表は，エネルギー特性

の二次近似式の係数を設定する表である。

ここでの送配水エネルギーの特性は，平成

25 年 9 月 11 日 23 時から 15 日 22 時まで

の実績データにより作成した。さらに，共

通して，反転セルは非負条件を設定したと

ころである。

一方，演算条件については，重み係数を
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Table 1 Simple operation list (results level)

Table 2 Simple operation list (the most suitable solution)



変化させたときの結果が明瞭になるように，エネル

ギー的には不利となる三郷浄水場の造水コストを逆に

安くした。

ここで使用する造水コストは東京都水道局の平成

24 年度の給水原価 203.34 円から，浄水場以外の経費

及び原価償却費を除いた経費とし，また，演算はあく

までも比較の問題であることを考慮して，扱い易い

100 円/m3 とした。

その結果，実績値では浄水場の全エネルギーは

4,428 kWh，給水所の全エネルギーは 3,762 kWh，合

計で 8,190 kWh であった。また，全造水コストは

4,766,605 円であった。これらの数値を基に最適化演

算を行ったのが，簡易演算表 (最適解)(Table 2) で

ある。その結果は，浄水場で 4,011 kWh，給水所で

3,837 kWh，合計で 7,849 kWh となり 342 kWh の削

減，率にして 4.2% の改善であった。また，このとき

の全造水コストは 4,739,900 円になり，26,705 円安く

なった。この最適化により，エネルギー的にもコスト

的にも良い結果が得られた。

1. 5 パレート解について

簡易演算表 (実績値)(Table 1) を基に，重み係数

の様々な組合せについて最適化演算を行った結果は，

パレート解の表 (Table 3) の様になった。

演算は同表におけ

る通し番号 1 から始

め，2 において初め

て最適解の数値が変

化した。また，6 ま

では第一要素の重み

係数を 0.1 刻みで増

やしたときに，最適

解が変化したときの

結果である。さらに，

7〜11 は，全体の傾

向 を 知 る た め に

100 ・ 200 ・ 400 ・

800・∞と粗く設定した結果である。これらの結果を

グラフ化したものが，パレート解の図 (Fig. 3) であ

る。また，送配水量等の変化 (Fig. 4) は，最適解の変

遷を表したものである (変化したもののみ表示)。

上記の結果を考察すると，第一要素の重み係数

0.0〜70.6 までは全く変化しなかった。これは最適化演

算の解法として重み係数法を採用したことにより

現れたもので，一段階上の水流のエネルギーの値と造

水コストの値の変化に着目すれば，どちらも連続的に

変化していると言える。また，簡易演算表 (最適解)

(Table 2) の結果はこの中の一つであることが分かる。

一方，通し番号 2〜6 までの段階的な結果が現れた

原因は，重み係数の差が 1.7 または 1.8 とほぼ一定し

ていることから推測して，エクセルのソルバーの演算

精度から来ているものと思われる。

2．実水配システムへの応用

2. 1 想定する実水配システムと演算表について

本研究は東京都区部の配水区域を対象にしている。

また，これは当局の水運用センターが管轄している区

域でもある。この水配システム (Fig. 5) には 10 か

所の浄水場と 22 か所の給水所がある。具体的には，

金町・三郷・三園・朝霞・東村山・境・長沢・砧・砧
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Table 3 List of the Pareto solution

重み係数の組み合せとパレート解

kWh 円

番号 組合せ 水流のエネ 造水コスト

1 0.0-1.0 7,849 4,739,900

2 70.7-1.0 7,837 4,740,734

3 72.4-1.0 7,825 4,741,589

4 74.1-1.0 7,814 4,742,404

5 75.8-1.0 7,803 4,743,182

6 77.6-1.0 7,793 4,743,970

7 100.0-1.0 7,708 4,751,395

8 200.0-1.0 7,610 4,764,489

9 400.0-1.0 7,576 4,773.641

10 800.0-1.0 7,573 4,775,145

11 1.0-0.0 7.572 4,776,650

Fig. 3 Figure of the Pareto solution

Fig. 4 Changes such as the quantity of water supply

Fig. 5 System of water supply in Tokyo



下・杉並の 10 か所の浄水場がある。そのうち 2 か所

以上の送配水系統を持つ浄水場が 6か所あるため，送

配水系統としては合計で 20 系統になる。また，給水

所に関しては，水元・小右衛門・南千住・亀戸・葛

西・江東・豊住 (晴海・豊洲を含む) ・有明・板橋・

大谷口・本郷・芝・上井草・練馬・和田堀・和泉・淀
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Table 4-1 Operation list of all districts



橋・大蔵・八雲・玉川・上池台・東海の 22 か所があ

る。そのうち 2か所以上の送配水系統を持つ給水所が

10 か所あるため，送配水系統としては合計で 36 系統

になる。その他に，北鹿浜・高井戸・代々木の 3か所

の増圧ポンプ所がある。従って，浄水場と給水所・増

圧ポンプ所を合わせれば，総計で 59 系統にもなる。

学会誌「EICA」第 19 巻 第 1号（2014） 31

Table 4-2 Operation list of all districts



また，引入れ系統については全地区の演算表 (Table

4) の様になっている。

一方，想定する配水区域は，ポンプの吐出圧力

(TP 換算値) の実績値及び周囲との関連性より，9か

所の配水区域 (直配区域 2か所を含む) を想定した。

因みに，59 系統に関するグラフを作成し二次近似

したときの係数は，全地区のエネルギー特性 (Table

5) の様になった (注：自然流下の係数は全て 0 であ

る。また，13 系統において近似式が凹関数になった)。
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Table 5 Energy properties of all districts



2. 2 全地区の演算表による演算結果について

全地区の演算表 (Table 4) においては，浄水場の

全エネルギーは 19,266 kWh，給水所の全エネルギー

は 13,051 kWh，合計で 32,317 kWh であった。この演

算表で最適化演算を行った結果は，浄水場で 17,263

kWh，給水所で 10,472 kWh，合計で 27,734 kWh と

なり 4,583 kWh の削減，率にして 14.2% の改善で

あった。

ただし，この演算においては，全ての造水コストを

100 円/m3 にしており，第二の要素に関する最適化は

行っていない。

一方，送配水量に関するここの変化については紙面

の都合で詳しく述べられないが，主な変化について記

すと，影響が大きい数値は朝霞浄水場の原水連絡に関

連するものである。当初の原水連絡から東村山・和泉

送水量分の，6,000 m3/時が減っており，それを補う

ため朝霞浄水場の上井草送水量や南北幹線送水量が，

それぞれ約 4,500 m3/時増えている。反対に，自然流

下の境浄水場や長沢浄水場は最大限の送水量を出して

いる。一方，東海給水所の引入量を見ると，山越え

ルートの第一城南支線からは，0 m3/時になる半面，

全量が海越えルートの東南幹線からの引入れになって

いる。

2. 3 最適運用計画の自動演算について

全地区の演算表 (Table 4) は，未知数の値として

実績値を設定した演算表であり，エクセルのソルバー

機能により最適解を求めるものである。しかし，未知

数の部分を全て 0にした場合から演算をスタートさせ

ても，一部に収斂の違いによる誤差が生じるものの，

ほぼ同様な最適解が得られる。即ち，配水量予測を適

切に行い各配水区域の時間計画配水量が確定できれば，

水配システム上の全ての浄水場や給水所の送配水量や

引入量が自動演算できる。しかも，全水流のエネル

ギーや全造水コストを最小化した最適解 (パレート

解) として，10 秒程の演算時間で得られる。

3．演算のためのデータの加工について

3. 1 水流のエネルギー特性について

第一の目的関数である水流のエネルギーの総量を求

めるためには，系統ごとの流量に対する水流のエネル

ギー特性を知る必要がある。そして水流のエネルギー

を求める式は次式で定義される。

水流のエネルギー=

係数×吐出流量×ポンプの実揚程

ポンプの実揚程=

ポンプの吐出圧力−配水池の水位

配水池の水位=

貯水量÷配水池の床面積

使用した各種 (吐出流量・ポンプの吐出圧力・貯水

量などのTP換算値) のデータは，前出の 4日間の時

間データを使用している。その結果得られたグラフと

近似式は，本郷配水の例 (Fig. 2) の様になった。同

様に 59 系統のグラフと近似式を作成した。また，作

成したグラフの決定係数 (R2) の内訳は，0.99 台が

23 系統，0.98 台が 6 系統，0.97 台が 7 系統，その他

の 0.9 台が 9 系統，0.8 台が 3 系統，0.6 台が 1 系統，

自然流下が 10 系統であり，殆どのケースで良好な数

値を示していた。

一方，目標圧制御をしている配水系統や到達圧 (越

流堰の高さ) が一定と考えられる送水系統に関しては，

その流量と損失圧 (吐出圧力−到達圧) の関係から，

ヘーゼン・ウイリアムスの式を疑似的 (管路網を短管

として仮定) に当て嵌めたグラフを作成した。これに

より得られた H. W. 式の決定係数 (R2) の内訳は，

0.99 台が 2 系統，0.98 台が 5 系統，0.97 台が 1 系統，

その他の 0.9 台が 11 系統，0.8 台が 8系統，0.7 台が 3

系統，0.6 台が 2 系統，0.4 台が 1 系統，0.1 台が 2 系

統であり，殆どのケースで良好な数値を示していた。

例として，本郷配水に関するグラフは流量係数 (Fig.

6) である。ここでの到達圧 (日比谷公園 1600 のテレ

メータ値) は同配水区域を代表する圧力である。その

決定係数は，0.95 であり，H. W. 式で近似できること

が分かる。なお，同式の定数項は圧力のTP換算値の

誤差から生じているものと思われる。上記の特性が利

用できれば，吐出圧制御と流量制御とを区別する必要

が無くなる可能性がある。

3. 2 給水施設などの水収支について

同様に 4日間の時間データを基に，浄水場や給水所

の引入量や配水量および貯水量の水収支を調べたとこ

ろ，その誤差は殆どのケースで無視できる程度であっ
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Fig. 6 Flow quantity coefficient of the Hongo water supply



た。また，幾つかの給水所に関しては，水位計から求

めた貯水量の増減値を横軸に，引入量と配水量の差か

ら求めた貯水量の増減値を縦軸に取ったグラフを作成

し，その相関係数と一次近似式の傾きを求めた。相関

グラフ (Fig. 7) は上井草給水所の配水池に関するも

のである。その相関係数はほぼ 1であり，一次近似式

の傾きもほぼ 1であった。従って，かなりの正確さで

あることが分かる。

4．ま と め

本研究は，まず東京都区部の配水区域内にある主な

浄水場 (三郷・朝霞・東村山等) と給水所 (練馬・上

井草等) から構成される簡易モデル (Fig. 1) を想定

し，これに多目的非線形計画法 (二目的二次計画法)

を適応し，エクセルに標準装備されたソルバー機能に

よる最適化演算を行った。その結果，パレート解の図

(Fig. 3) の様な滑らかである程度連続した最適解が

得られることが判明した。次に，この手法を東京都区

部の実水配システムに拡張し，実データを基に最適化

演算を行った。その結果は，送配水に要する全水流の

エネルギーが 14.2% も削減できることが判明した。

さらに，この演算は流量の初期値が 0であっても，ほ

ぼ同様な最適解が得られことが判明した。従って，こ

のソフト (全地区の演算表 (Table 4)) は最適運用

計画の自動演算ソフトとしても活用できるものと思わ

れる。
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Abstract

The electric energy required for water service business of the Tokyo Waterworks Bureau

occupies approximately 1% of the total electric energy of the Tokyo Electric jurisdiction. In addition,

approximately 80% of those are used by pumps. On the other hand, there is the water supply system

constructed at ten places of water purification plants and 22 places of water stations in the ward of

Tokyo. This study demonstrates that the most suitable solution (Pareto solution) minimizing the
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Fig. 7 Coefficient of correlation of the Kamiigusa reservoir


